別紙様式
平成２４年度当初予算　　　支出科目　　款：民生費　　項：社会福祉費　　目：老人福祉費
	事業名: 介護職員人材確保対策事業費補助金（交付金事業）　（単補）

　　　 介護職員人材確保対策事業費（交付金事業）　　　　（任意）



（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　健康福祉部高齢福祉課　介護事業者担当　電話番号：058-272-1111（内2601）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11215@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：103,129千円（前年度予算額：161,218千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　介護保険法により、利用者本位の質の高い介護サービスの提供が求められている中、サービス提供の根幹である福祉人材の養成・確保が重要である。しかしながら、厳しい雇用情勢にも関わらず、介護分野は人材不足が深刻であることから、介護を必要とする方が安心してサービスを受けることができるよう、介護サービスを支える人材の確保と定着を支援する。

　①新福祉・介護人材参入促進事業

　　　小～大学生や地域住民の方を対象に、年齢に応じた進路・就業相談や福祉・介護体験、その他セミナー等を実施し、将来にわたって福祉・介護人材の安定的な参入促進を図る。

　②新潜在的有資格者等再就業支援事業

　　　資格を有していながら介護分野に就業していない潜在的有資格者や、他分野からの離職者等を対象に、研修受講や職場体験の機会を提供し、福祉・介護分野への再就業を促進する。

　③新福祉・介護人材キャリアパス支援事業

　　　事業所や地域において、介護人材の就労年数や職域階層等に応じた知識や技術等を習得し、適切なスキルアップを促進するための研修を実施する。

　④新福祉・介護人材確保対策連携強化事業

　　　福祉・介護人材確保対策について、関係団体等が参加する協議会の設置や、一体的な広報による効果的な周知等を行い、事業の連携強化、相乗効果の促進を図る。
○事業主体　県（委託：（社福）岐阜県社会福祉協議会）、介護福祉士等養成校、
介護サービス事業者、関係団体　
	２　所要経費


○介護職員人材確保対策事業費補助金（交付金事業）　補助金　　92,270千円
① 18,000千円　② 28,950千円　③ 45,320千円　

○介護職員人材確保対策事業費（交付金事業）　　　　委託料等　10,859千円
① 4,733千円　② 1,791千円　③ 2,813千円　④ 1,522千円
· 負担区分及び財源

　県10/10（障害福祉課「障害者自立支援対策臨時特例基金繰入金」充当）
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
　　１　高齢者の介護や見守りの体制を整える

　　　○介護サービスを支える人材を確保する

	２　これまでの取組状況


　厚生労働省では、平成20年度補正予算及び平成21年度予算において、これまでの既存施策に併せ、福祉・介護職員の緊急的な確保を図る措置を実施。平成21年度から平成23年度までの3年間において、「障害者自立支援対策臨時特例基金」を財源に、介護福祉士養成校と協力して、新たな介護職員の確保や、介護職員のキャリアパス支援を行ってきた。
　

	３　これまでの取組に対する評価


これまでの取り組みにおいて、特に介護職員の技術向上を目指す研修は、受講者も多く、事業者においても好評であった。

24年度は、財源である「障害者自立支援対策臨時特例基金」が1年間延長されるとともに、これまで行われた事業成果が総合的に検証され、さらに成果に直接結びつくような事業に改められる。
県でも、同基金を活用し、さらに介護人材の育成・確保に努めていく。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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※「障害者自立支援対策臨時特例基金繰入金」充当　
